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　第二次大戦後から今日にいたるまで、開発途上国に澄ける経済発展について様々な分野で研究が続けら．．
れてきている。しかし．これらの政策や提言は、実際には、望まれていた経済発展の達成にとって必ずし
も適切であったとはいえない。ここに、これらの研究を再検討する理由がある。開発途上国の経済発展に
アブローチする場合、多くのチャンネルが存在することは、これらの研究が示しているとis　bである。な
かでも．ここで再検討しようとするのは．貿易が経済発展にどのような役割をはたすかということである。
貿易の問題を分析するにあたっても、多くの視点があるが、ここでは、交易条件（terms　of　trade）
を通じての考察を進める6
　交易条件の分析は、一国の貿易パターンが一L定期間に、よb有利となってきたか、あるいは、より不利
となってきたかを判断する基準をあたえる。したがって、交易条件の分析は、期間のとりかたによって、
大きく二つに分けることができる。第一は、短期分析で、たとえば、貿易障壁、為替変動、賠償支払や資
本の国際的移動、景気循環などが交易条件をいかに変化させるかという問題である。そこで、これらの撹
乱要因が一国の貿易パターンに、どのような短期的影響を与えるか究明することが必要となる。この分析
は、その国の直面した国際収支の赤字を是正するのに採用できる諸対策と、その効果を示すことができる。
第二は長期分析で、たとえば、人口増加や経済成長による需要の変化．生産性向上、賃金動向あるいは技
術進歩などを通じて、交易条件がどのような国に．あるいは、どのような商品に有利となったか、を検討
するものである。この分析は．過去におこった交易条件変動の原因を明らかにすることによって、将来は
どうなるかという予測をともなう。したがって、交易条件の長期分析は、その国が可能なかぎり高度の経
済肇展を達成するたやには、いかなる経済構造を形成すべきか、という問題を解決するための指針となり
うる。
　ところで．交易条件に影響をtsよぼす諸要因は、短期にせよ長期にせよ．うえに述べたものに限定され
るわけではない。交易条件は、一国とその貿易相手国との経済関係だけでなく、世界諸国間の経済変動と
一国の関連をも、結果的には示している。またさらに一歩すすめていえぱ、これら経済諸関係にあたえる、
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政治的ないし社会的なインパクトも考えなければなら友い。しかL．そのような包括的研究は将来の課題
とし．本稿では、すでに明らかにしたような諸要因と交易条件Q関係に限って考察し、とくに長期的な分　　，
析に焦点を縛をりたい。
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　まず、交易条件を検討するにあたって、種々の概念、測定方法、限定条件などを明らかにしてteきたい。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）G・マイヤーは、交易条件を次の三つに分類している。
①　商品の交換比率に関するもの。
　　　総（バーター）交易条件
　　　　　gross　barter　terms　of　trade
　　　純（バーター）交易条件
　　　　　net　barter　terms　of　trade
　　　所得交易条件
　　　　　income　terms　of　trade
②生産要素の交換に関するもの。
　　　単純要素交易条件
　　　　　single－factoral　terms　of　trade
　　　二重要素交易条件
　　　　　double－factoral　terms　of　trade
③貿易利益を効用理論の観点から把握しようとするもの。
　　　実質費用交易条件
　　　　real　c．ost　terms　of　trade
　　　効用交易条件
　　　　　utility　terms　of　trade
　以上の諸概念の分析の目的はそれぞれ異なっており②　必ずしも同一の有利化あるいは不利化の方向を
示すとはかぎらない。その原因の一つは、これらの諸概念の整理が満足におこなわれていないことによる。
したがって、この論文では、これらのteの於のについての分析はおこなわない。これらのなかで最も基本
的なものであり、その他の交易条件算出の基礎となる純バーター交易条件を扱う。これは通常．商品交易
条件（co㎜odity　terms　of　trade）と呼ばれているものであり、この論文で交易条件という
ときには、商品交易条件を指すものとする。
　それでは、どのようにして交易条件が求められるのであろうか。㈲それは以下の如くなる。一国の輸
出総額（あるいは輸入総額）は、これを構成する多くの商品の一つ一つの数量と時価との積の総和である。
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ある基準年と比較年との聞には輸出総額自体が変わる。この変動は数量の変化と価格の変化との複合的効
果を示している。ここでの基本的な問題は輸出総額の変化を二つの要因の効果に分離して分析することで
ある。
　ある一商品の価格をP、数量をQで示すと、金額（v）は、v＝PXQとなる。　oで基準時を、　nで比
較時を示すと、それぞれ、Vo＝Po×Qo、　Vn＝Pn×Qnとなる。
ところで、輸出は一商品だけではなく、多数の商品でなっているので、2’で全商品の合計をあらわすと、
　　Vo＝ΣPoQo、　Vn＝．ΣPn　Qn
したがって、輸出総額の変化は
　　Vn　　ΣPn　QnマU＝・YT・。Q。となる・
ここで金額の変動を価格と数量の変動に二分するには、次のようにしておこなう。
　　Vn　　ΣPnQn　　．ΣPnQo　　EPoQn　　ΣPnQn　　ΣPoQn　　　　＝　　　　　　　　　＝　　　　　　　　　×　　　　　　　　　＝＝　　　　　　　　　・×　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．ΣPoQo　　　　　　　　　　　　 ΣPoQn　　　　 2’PoZo ΣPnZoVo ．ΣPoQo
すなわち、ΣPnQoとかEPoQnとかいう交又評量値（cross－valuation）を導入する
ことによって解決できる。
　したがって、上の式から二つの方法で価格指数と数量指数を導き出すことができる。
　　　Vn　　2’PnQI1　　．ΣPoQn（1）TT・＝＝　r・。Qn×ΣP。Q。
・の式の右辺の第一項盈菱1は価格の変イヒを示L．第二項幾菱1は数量破化を示す・と
になる。これは、それぞれ比較時加重単価指数、基準時加重数量指数と呼ばれるものである6　　　．．
　　　Vn　　2’PnQo　　ΣPnQn（2）マt＝2・P。Q。xΣP。Q。
のときには、第一項は基準時加重単価指数、第二項は比較時加重数量指数である。こうして、輸出価格指
数と輸入価格指数をもとめ、さらに前者を後者で除することによって交易条件が計算されるわけである。
　ところで、このようにして指数を求める場合、指数を過大（ある場合には過少）にするような偏向が多
少ともみうけられる。この場合注意しなければならないのは、次の点である。すなわち、各商品ごとに数
量を測定する単位が、箇数とか、重さとか、長さとか、容積とか、それぞれ異なる。また、品質、型、意
匠などの異なった多くの商品グループも外国貿易表にかかげられるので注意しなければならない。このほ
か、数量表示ができないか、あるいは欠けている・ものについては採用できない項目が残る。これらの非採
用項目（incomplete　coverage）を修正する方法は国によって異なっている。もっとも困難なの
は、新製品の登場である。この場合には、交又評量値が不正確になりがちであり、指数の基準時を改訂し
なければならなくなる。それにしても、長期の比較ということになれば、偏向が大きくあらわれることに
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なるので、十分に注意しなければならないであろう。
（1）G・M・Meier：　International　Trade　and　Development　1963．　P．40～46
　　麻田四郎・山宮不二人訳「国際貿易と経済発展」　昭和40年　p・49～55
（2）　Jacob　Viner：　Studies　in　the　Theory　of　International　Trade
　　1937　p．558～564
（3）小島清「交易条件」　1956年　p・99～114
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　いまここで、開発途上国にとって、なぜ商品交易条件が重要な指標になるかを明らかにしたい。そのた
めに、まず商品交易条件の有利化が商品貿易収支の有利化に貢献することを示すことにする。この分析の
目的は、開発途上国が発展計画に着手する際、その必要資本を交易条件の有利化によってみずからの力で
調達できる可能性についておこな語うとするものである。
　分析にあたっては、まず実際にはありそうもない瓜最もシンプルな形で交易条件参貿易収支に与える
効果について考えてみることにする。この場合、次の前提を必要とする。　　　　　　　　　　　　’
ω基準時に於いて貿易収支は均衡している。つまり、輸出額一輸入額＝0
②基準時澄よび比較時に澄いて、それぞれ輸出数量と輸入数量は変化しない。
（3）基準時teよび比較時に於いて、輸入価格は変化しない。輸出価格だけが変化する。
　いま、Pe・Piをそれぞれ比較時va・tsける基準時加重の輸出単価指数と輸入単価指数とする。　Vを輸
出額（あるいは輸入額）、Fを外貨獲得高（プラスの場合には、商品貿易収支は黒字、マイナスの場合に
は、赤字）で示す。基準時に於いてFはゼロであり．比較時に於いてPeの変動がFにどのような効果を
与えるかを考察しているのであるから、比較時に夢けるFは、
　　　V（Pe－Pi）＝，F
　　　　　　　　　　　　　　　Peとなる。ここで商品交易条件Tは可で示されるので・Pe＝T・Piとなる。したがって・
　　　V（T・Pi－Pi）＝F
　　　V・Pi（T－1）＝F
ここで、Pi＝1であるから．上の式は．
　　　V（T－1）＝F
とな・・鄭単価指数のみが変化L鞘単価指数を一定とすnrr．上の式はv碕一・）－Fとなる．
いずれにせよ、ここでT＞1（交易条件有利化）であれば、その割合だけ取引額に応じてFの増加となる
わけである。
　ところで、実際には、交易条件の貿易収支に及ぼす影響は．これほど単純な形ではあらわれない。基準
時に澄いても、比較時に蔚いても貿易収支は均衡しているとは限らず、輸出入の数量も異なっている。こ
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のような場合について、小島清教授は、アレンとエリイを紹介し、つぎのように説明している。（1）
　Ve　7　Viを基準時の実際の輸出額▼輸入額
　Ve×Peは比較時価格による基準時の輸出額
　Vi×Piは比較時価格による基準時の輸入額
とすると、基準時と比較時との間に生じた差額は．
　　（VePe－ViPi）一（Ve－Vi）
　＝Ve（Pe「1）－Vi（Pi－1）
であり、これをもって、交易条件の変動にもとつく貿易収支の変化額であるとしている。しかしながら、
厳密にいって、これは必ずしも交易条件の貿易収支に与える影響そのものについて説得力をもたない。こ
の式鮫易鰭監の構成囎である…za・び・・のそれぞれ・o・．独立してV・とV・に対して影響を
むよぼすことを説明しているにすぎない。つまり、この場合、PeとPiのそれぞれを知ることが問題と
なるのであり、PeをPiで除した数値（交易条件）を求める必要はないといえよう。したがって、より
実際的、より厳密な影響を考察の対象とするときには、交易条件それ自体は満足な指標とはなりえない。
　このように、技術的に複雑な問題を含みながらも．PeをPiで除した数値が貿易収支上の重要な指標
とされるのはなぜであろうか。それは、わたくしが示したように、最もシンプルな状態va　lbける貿易収支
に対して、交易条件が判断の有力な材料を提侯するからである。
　以上のように考察してくるならば、交易条件それ自体は実際の計算に対し適用不可能ではあるけれども、
数量一定とした場合での価格面から大きな影響力をもつことが想像されるのである。そして、それが開発
途上国にとって特に重要な指標であるという理由は過去においても、（2）現在においても（3）．開発途上
国の経済構造によるものか、あるいは世界全体での需要構造によるものかは明らかではないとしても、現
実に輸出数量の伸び率が低いことによる。さらには、交易条件の不利化は、以前よりより多くの資源を輸
’出することによってしか、以前の輸入量をまかなえないことになる。これは、資源の浪費である。それゆ
えに、開発途上国は交易条件の有利化に期待せざるを得ないことになるのである。
（1）小島清　前掲書　P・174～177
　　R．G．D，Allen　and　J．E．Ely：　International　Trade　Statistics　1953
　　p．210～211
（2）たとえば、R・Nurkse：Equilibrium　and　Growth　in　theWorldEconomy，
　　chaPllP・292～294　．，　邦訳　河村・松永・大畑・渡辺共訳「世界経済の均衡と成長」
　　P・336～338をみよ。
（3）たとえば、矢野誠也編　アジヤ経済講座　第一巻　「アジヤの経済成長」　P．48～49をみよ。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［V
　前節では、交易条件の変動が貿易収支の変動に対し、価格面から影響を及ぼすことを考察してきた。そ
して、輸出数量の伸び率が低い以上．世界全体でのパランスト・グロースを促進するために、開発途上国
での交易条件有利化が期待されなげればならないことは、いうまでもない。しかし、過去において交易条
件はどのように変化してきたであろうか。この節ではs開発途上国と先進国の交易条件を比較しつつ考察
をすすめていくことにする。
まず、、9世紀以降の交易条件について考察する．当時の交易条㈱・・H・イ・ラー（’）を参考vaする。
このデータ（1801年～1913年）で興味深いのは、イギリスの交易条件がこの期間．有利化の最大
値122．8、不利化の最小値822の間を3～4年のサイクルで循環的運動をくり返していることである。
ここで、当時のイギリスに於いては、輸出の75～80％は全製品、輸入の70～90％は食料、原料is
よび半製品であるから、イギリスの輸出価椿＝工業品価格、輸入価格＝第一次産品価格という大まかな推
測働たつわけであ…たが弧爵を髭とするこ・・…（・当時の開発途上国の交易条件が
間接的に得られたことになる。しかし、いずれにしても、この期間は交易条件が比較的に長期にわたって
安定していたといえよう。
　1871年より1950年にいたるまでの交易条件については、小島教授が各種のデータを比較してお
られる②。これは、開発途上国の交易条件のとらえ方によって多少相違があることを示している。つまり、
間接的に開発途上国の交易条件を求める際、世界の工業品単価対世界の第一次産品単価と、イギリスの交
易条件逆数値、さらに、アメリカの完製品輸出価格対第一次産品輸入価格とによる場合には、teのずから
差異が生じてくるのはやむをえない。ところで．これらの間接的な方法に対し．J・バイナーは、特にイ
判スと貿易をする第＿次産品生産国の場a．交易条件をイギリスのデー・から翻すること姻轍（3）
とし七いる。しかし．このよう・に各種のデータを比較してみれば、ある程度の推測は可能である。さらに
は、前節で指摘したように、交易条件の変化それ自体は、貿易収支の改善または悪化に対して、かならず
しも明確な数値をもたらすものではないことを理解するならば、若干の誤差は無視できる。
　そこで、この各種データの比較について検討してみよう。これは、つぎの四期にわけて観察できる。第
一期は1871年より第一次大戦（1913年）までである。ところが、イムラーのデータでは、1899
年以後循環的運動の下降期間が長くなっている。したがって、控え目にみても、1899年以降から交易
条件は開発途上国に対して全体的に不利化しつづけてきているといってよいだろう。この時以後、交易条
件は、もはや循環的運動を示してはいない。第二期は第一次大戦後の恐慌時の1921年から好況の絶頂
1929年にいたるまでの期間である。1913年より1921年までの交易条件が明らかにされていな
いにしても、1913年を100とした場合、1921年には、ほぼ70という割合で不利化している。
この時から1929年の86にいたるまで、16％とやや有利化してはいるものの、1913年のレベル
には達していない。第三期は世界恐慌の1930年から第二次大戦直前の1938年までの期間である。
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1929年から1930年にかけて、はげしい不利化があったものの、この期間はそれほどの変化はあら
われていない。第四期は、第二次大戦後の1946年から50年までの5年間である。この時期には、開
発途上国の交易条件は有利化の傾向を示している。しかし、50年以後の傾向については明らかではない。
この第四期とその後ゐ交易条件のデータは現在の開発途上国の交易条件を理鰐するうえで重要である。
　そこで、次にこの部分とその後の交易条件とを比較してみることにする。表1は、開発途上国の交易条
件を比較したものである。
表1
　英輸入単価（4）
④　英輸出単価
（1913＝100）
開発途上国と先進国の交易条件
　　　　　（5）
②統計年鑑
（1963＝100）
80（99）
95（　95）
105（　94）
104（96）
104（98）
102（100）
100（100）
102（100）
101（101）
102（101）
（但し、（　）内は先進国の交易条件）
　　　　　　（6）
③統計月報
（1963＝100）
104（96）
104（98）
101（100）
99（100）
101（100）
100（101）
101（101）
102（101）
　　　　　　（7）．
④T・モルガン
（1937＝＝100）
108（102）
130（　96）
160（　98）
126（100）
125（102）
117（99）
119（102）
　この表からみて、1950～1953年には、いずれのデータも交易条件有利化のピークを示している。
これは、朝鮮戦争によるブームの影響をうけたものである。しかし、このピークも、①との比較では一．｝一
そらく1913年以前のレベルに達していないといえる。かりに、①と④の比較から達してらたとしても、
それはほんのわずかの期間であり、再び交易条件の不利化が続いている。第一回国連貿易開発会議
一7一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）（UNC　TAD）におけるプレビッシュ報告　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　は国連統計の便宜上、基準年1950年を100として61
年までの12年間における交易条件不利化を示している。このプレビッシュ報告を批判して、ハリー・ジ
ヨンソン⑨は基準年のとり方に問題があり、交易条件不利化説は経験的根拠と一致しないとしている。こ
のジヨンソンの批判の中心は基準年の選択の方法にある。この意味では、第二次大戦後の開発途上国にと
って交易条件が最も有利化した時点を基準年（それが国連統計の便宜上の問題であるかどうかにかかわら
ず）としたプレビッシ＝報告に不利化傾向が不当に過大な表現がもちいられているかの印象をうける。こ
れと反対に、不利化した時点を基準年としたものに、T・モルガンの統計がある。上の表で、モルガンは
世界恐慌の1930年から第二次大戦にいたる1937年を100として計算している。その結果、
1952年には160という交易条件の有利化が示されている。しかし、プレビッシュ報告が経験的根拠
と一致するか否かは、第1表のように長期にわたって観察すれば理解できるのである。
　以上のように、長期にわたって交易条件を観察してきた結果、開発途上国の交易条件について、どのよ
うなことが理解できるであろうか。次のように要約できよう。
（1）交易条件は、好況時に有利化、不況時に不利化する。これをよく示しているのが1929年むよび
　1950年の好況時と、1921年SEi・よび1930年の不況時における交易条件である。
（2）　19世紀と20世紀の比較では、19世紀va　tsいては循環的運動．20世紀にむいては相対的に交易
　条件の不利化が著しい。特に、1929年のピークを19世紀と比較してみても約14％の不利化をし
　めしている。1950年のブームでさえ、ようやく19世紀のレベルに達したといえる程度である。し
　かも20世紀では、有利化の期間は非常に短かい。
㈲　先進国との比較では、先進国の交易条件は相対的に安定している。そして、イギリスisよびアメリカ
　の大幅な有利化が1913年～1938年にみられる。この時期には、他の先進国も、英米ほどではな
　いにしても有利化を示しているω。
ωW・W．Rostow：The　Process　of　EconomicGrowth，1952
　　邦訳　酒井正三郎・北川一雄訳r経済成長の過程」昭和30年　付録三　P・320－323
（2）小島清　前掲書　p．215～218
（3）　Jaeob　Viner：　International　Trade　and　Economie　Development
　　1953　　p．114
（4）小島清　前掲書　p・217
｛5｝United　Nations：　Statistical　Yedrbook　1963
（6）United　Nations：Monthly　Bulletin　of　Statisties，　January．
　　1971
（7）T・Mo　rg　an：Trends　in　Terms　of　Trade　and　their　repercussions
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　　on　primary　producers，　edited　by　Roy　Harrod　and　Douglas　Hague
　　「cInternational　Trade　Theory　in　a　Developing　World”1963
　　chap．3．　P・59
（8）ブレビッシュ報告　外務省訳　「新しい貿易政策を求めて」　p・52～53
（g）　Harry　G．Johnson二　Economic　Policies　toward　Less　Developed
　　Countries　1967　p．249～250　Appendix　A
⑩　C・P・Kindleberger：　The　Terms　of　Trade，　A　European　Case　Study
　　1956　p．12～13
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　V
　ここでは．交易条件の長期趨勢が、開発途上国に対して不利化してきた理由について検討したい。供給
側の要因としてまず第一にあげられるの瓜人口の急激な増加である。（11第一次産品に限らず、工業品
に澄いても需要増加にくらべて過大量の生産物を輸出市場に押し出せば、交易条件は不利化するところと
なる。場合によっては、入口圧力のために、生存のための生産に逆戻りして、輸出向け第一次産品の生産
がそこなわれたということもありうる．（2）人。増加が急激であればある程輸出促進の必要は＿層強く
なり、それがその国の数種類の商品の輪出増加となってあらわれる。さらに、これに加えて、最近では開
発輸入のための輸出促進が澄こなわれたかもしれない。これは交易条件不利化を認めつつ．工業化を進め
ようとする開発途上諸国の人為的な政策である。事実、最近の開発途上国の輸出商品構成は、次第に工業
品の割合を増加させつつある。（3）次に、工業国における賃金の硬直性が考えられる。（4、これには二つ
のケースがある。第一は、生産性上昇にともなう賃金の上昇である。工業国では、生産性上昇が所得増大
　　　　　ノという形で生産者に属し、農業国では価格低下という形で消費者に属するところとなる。前者の場合には
生産性上昇の利益が相対的には農業国の負担となり、後者の場合工業国の利益となる。このことから、工
業国では生産性の上昇率が小さくとも．常に賃金は下がらないことが起っている。第二は、景気循環に誇
けるものである。工業国の景気循環過程に影いては、完成消費財への需要の不均衡が常に発生する。景気
上昇過程では、完成消費財への超過需要が発生し、価格騰貴につれて所得が増大する。所得増大の一部は
第一次産品の価格騰貴を導いて第一次産品輸出国に伝達される。ところが、第一次産品の供給弾力性は小
さいので、景気上昇過程では第一次産品の価格騰貴は完成品よりも大きい。このようにして、交易条件有
利化がtsこるのであるが、景気下降過程では、完成品価格は低下するが、工業国の賃金は労働者の強い抵
抗にあって下りにくい性質をもつ。このように、供給側の要因を考察してくると、いずれも第一次産品の
価格に対する供給の弾力性が小さいことに結びつく。これに対し、工業国では次のような理由により供給
の弾力性が維持できる。第一一一一　va、生産開始より完成までの期間が短かい。特に、交易条件の不利化に直面
しそうな財についていえる。第二には、保存が可能である。第三に．国内にも市場が存在する。k・まけに、
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多種の品目を輸出しているので．特定商品の交易条件不利化にする打撃は少ない。供給面におげるこれら
の相対的な有利性は、キンドルバーガーが強調しているように、再配置能力（capacity　to
re－allocate）㈲が交易条件有利化にみちびくということばであらわすことができる。
　しかしながら、以上の供給側の要因だけでは．19世紀から20世紀にかげての開発途上国の交易条件
不利化の説明は不可能であろう。これらの供給側に限界をもたらした諸政策は、第一次産品輸出に対する
需要条件が相対的に不利なことの反作用と解釈できる。それでは、第一次産品への需要が増加しない理由
はどこvaあったのであろうか．。、。クセは先進国に紺る第一次産品額の騨を次のよ旅指摘する（6も
（1）完成品に含まれる原料比率の低下
（2）総生産高に占めるサービス部門の割合の増大
（3）農業商品に対する消費者需要の所得弾力性の低下傾向
（4）農業保護主義
（5）天然資源の節約
（6）人造的代替品の発明
　これらは、いずれも先進国に澄ける所得増大が開発途上国へ伝達されない理由を説明している。このう
ち、（2）澄よび（3）はエンゲルの法則の作用を国際的に説明したものにすぎない。これらは農業品の需要停滞
を、（1）（5×6）は原材料の需要停滞を示すものである。ところで、ヌルクセ自身、（4）についてはあまり誇張す
ぺきでないとしているが．この背景についても検討してみる必要があろう。それは、この時期に蔚ける先
進工業国の「農業に齢ける労働生産性の上昇」である。
　　　　　　　　　　表R　工業国の生産性増加⑦（人・時間あたり生産量）
US　A
イギリス
　　工　　　　　業
（1869　　－－P938
（1900　　　－1938
（1913　　　－1938
（1870L／ノt76－1938
（1894／1903－1938
　　　　　（1913
ト゜イツ　（1913
日　　本　（1913
総誘（・913
一1938
－1938
－1938
））））））））
一1938／！：40）
390％増
210％
130％
200％
120％
　63％
　23％
　90％
63％
　　　　　　　農　　　　　業
USA（1870　－1938　）
　　　　　（1900　　　－1938　　　　）
　　　　　（1913　　　－1938　　　）
イギリス　（1867　－1938　）
　　　　　（1908
ドイ　ツ
日　本＊　（1897
　　　　　（1914
オ≒・ストラIJア（1911
※フランス
一1937／38）
（1909／13－1934／35）
一1934　　）
－1934　　）
－1934／ノ’40　）
　　　　　（1868ノ〆72－1935／39）
　　　　　（1910／13－1935／39）
インド（1931／32－1944／t45）
（但し、＊は1人あたり　※は1時間あたり）
174％
78％
48％
68％
38％
37％
130％
25％
71％
1％
44％
23％
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　　　　表皿は工業むよぴ農業の生産性増加を示している。この表は残念ながら、かならずしも同一の基準年を
　　　ってはいないが、1900年以後の先進国での工業の生産性増加に対し．農業においても著しい増加がみ
　　　られる。これが、開発途上国の農業品に対する輸入増加を阻止した一因であるといえよう。
　　（1）　Jacob　Viner　oP・cit（International　Trade　and　EconomicDeveloP－
　　　　　ment）　p．117
　　（2）HlaMyint：The　Classical　Theory　of　International　Trade　and
　　　　　UnderdeveIoped　Countries，　Economic　Journal，　June　1958
　　　　　P．325～331，この論文はReadings　in　Intevnational　Economics　1968
　　　　　p・326、332　に再録されている。
　　（3）世界経済白書　昭和45年版　経済企画庁編　p・284
　　（4）H．W．Singer：The　Distribution　of　Gains　between　Investing　and
　　　　　Borrowing　Countries，American　Economic　ReviewMay　1950
　　　　　P．473～483　この論文も前掲Readings……1968　P・311～312に再録されている。
　　｛5）C．P．Kindleberger　oP．cit・　P・311～313
　　　（6）RagnarNurkse　op・cit・p・295～296邦訳P・330～340
…　　（7）コーリン・クラーク「経済進歩の諸条件」　第二版　P・193～212　大川・小原・高橋・山田訳
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　vr　　　　　　　　　　　　　　　・、
開発途上国に対する交易条件の長期的不利化傾向ぱその輸出額のほぼ90％近くを占める（1）第一次産
品生産への特化が、製造品への特化と比較して過去において不利であったことを示している。バイナーが
「景気上昇過程での交易条件有利化の利益を不況時の損失にそなえるぺきだ」（2）と主張Lsキンドルバー
ガ＿が開発途上国に対する交易条件不利イヒを認めつつも、咬易条件不税というプレビ。シ。命題（3）へ
の関心は第一次産品の価格変動につれて当然変化する」（4）と述べているのは、いずれも比較的短期の景気
循環過程に詮ける交易条件について述べているにすぎない。このような、比較的短期の交易条件不利化で
あれば．それほどの問題はない。しかし、より根本的な問題は、長い期間にわたって観察した場合、第一
次産品に対して交易条件が有利化する時期は比較的少なく、しかも偶発的なことである。これらの個々の
データやプレビッシュ命題については、最近に澄いても若干の疑問が指摘されている（5）とはいいながら、
それらはかならずしも説得力をもつとはいいがたい。なぜなら、各種のデータをもとに比較検討すれば、
開発途上国の交易条件不利化の傾向が把握できるからである。この不利化傾向は、戦後活発となった国連
貿易開発会議に澄ける工業化推進のための諸政策提案の基盤となっている。しかし、これらの提案は、先
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進諸国との協調のうえにたって実行さるべき性質のものであり、開発途上国が独自に開発政策を進めてい
くという性質のものではない。たとえば、バーローは援助の重要性を次のように説明している。「第一一一一次
商品が唯一の外貨獲得手段であり．通常転換すべき産業が存在しないという社会構造を変化させない限り、
交易条件不利化傾向が変化することを期待できない。このためには、交易条件の有利化よりも、はっきり
とした目的をもった援助が効果的である」⑥ここには、開発途上国の経済政策運営上の欠陥が示されてい
る。むしろ、援助に依存するより前に．自らの具体的な開発計画を立案し、実行してゆくべきではないか。
このためには、交易条件の有利化以外にはなさそうである。もしも．それが不可能である場合には、第一
次産品輸出への依存から脱却するために、交易条件を不利化させつつ、輸出数量増加政策によって、工業
化促進のための開発に着手しなければならないであろう。
（1）ピアソン委員会報告　「開発と援助の構想」　1969年大来佐武郎訳　p・63
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、　　　．t－　　　　　L．・
（2）　Jaeob　Viner　oP・cit・　P・52～53
（3）大原美範”「プレあ・くζ三理論どラテンアメリカ経済」．p・15～19，　p・73～75参照のこと。
（・）・・P・K・・dSr・e！b．・r・’e・E・・n・m・・D・v・1・pm・n・i953年・・299
　　邦訳　坂本・加野・菅　訳　昭和43年下巻
（5｝T・Morgan　oP・cit・P・73～75
　　G．Haberler：　Terms　of　Trade　and　Economic　Development，　Howard
　　S．Ellis　ed，，　Economic　Development　for　Latin　America．　1961
　　p・281
（6）国連貿易開発会議の研究1　外務省訳　昭和40年　p・255～257
一・－P2一
